
24

KKKK 研究ノート KKKKKKKKKKKKKKKKKKKKL

　『アジア経済』XLV‒10（2004. 10）

は じ め に

開発途上国における新産業の発展は，しばし

ば，直接投資や技術提携を通じた先発工業国か

らの技術移転，先駆的な地場企業による技術革

新等を契機として始動する。産業成長が軌道に

乗るにしたがい，既存企業の従業員による独立

創業や他産業からの参入が活発になり，企業数

は増加する。この過程で，早期に産業に参入し

た企業は，種々の不確実性に直面する一方，し

ばしば技術的な優位性と販路をいちはやく確立

し，先発者の利益を享受する。他方，当該産業

に遅れて参入した企業は，新しい技術・経営ノ

ウハウの採用，販路の差別化等を通じ，後発性

の利益の活用と，その不利益の克服を試みる。

本稿の目的は，台湾のプリント配線板製造業

のデータを用いて，同産業に早い時期に参入し

た先発企業群と遅い時期に参入した後発企業群

のパフォーマンスを比較・検討し，先発・後発

企業群のあいだに存在していた規模の格差や，

販路構成・生産組織・収益性等の面での差異が，

分析期間を通じて縮小した過程を検出すること

にある。あわせて本稿では，先発・後発企業群

のあいだの差異の縮小の背景として，以下の３

点を仮説的に提示する。

第１に，台湾プリント配線板製造業の後発企

業群が，1980年代半ば以降のパーソナル・コン

ピュータ産業（以下，パソコン産業）の勃興と

いう新たな商機を捉えて，既存企業からの独立

創業を選択した人材によって設立された企業で

あることに注目する。これらの企業群が保有す

る優れた資源が，後発企業群による急速な規模

の拡大を可能にし，先発企業群との間の差を縮

小する方向に作用した可能性を論じる。第２に，

台湾のプリント配線板メーカーの多くが，桃園

県を中心とする台湾北部の地域に集中して立地

していることに注目し，この産業集積が，企業

間の技術・情報のスピルオーバー，成功した市

場戦略の模倣を促進し，先発企業と後発企業の

あいだの格差の縮小を導いた可能性を論じる。

第３に，1990年代以降の株式市場の急速な発展

が，後発企業群の資金制約を緩和し，活発な設
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備投資を通じた規模拡大を可能にする役割を果

たしたことを指摘する。

本稿の構成は以下のとおりである。第Ⅰ節で

は，本稿の視点を提示したうえで，分析対象を

選定する。第Ⅱ節では，台湾のプリント配線板

製造業の発展と桃園地域における産業集積の形

成の過程を，時期区分に即して概観する。第Ⅲ

節では，桃園地域に立地するプリント配線板メ

ーカー44社のデータに即して，先発・後発企業

群の規模や輸出比率，外注比率，収益性等を比

較し，第Ⅳ節で先発・後発企業群の間の差異の

縮小の背景を考察する。そして最後にむすびと

する。

　

Ⅰ　分析の視点と対象

1. 　視点

開発途上国における産業発展の可能性は，し

ばしば，生産が本格化する初期の局面にもまし

て，これに続く産業の拡大期において企業の参

入・成長のダイナミズムが持続しうるか否かに

規定される。とりわけ組立型の産業では，企業

数の増加は，企業間の分業と競争の深化をもた

らし，産業の成長を促進する重要な鍵となるこ

とが多い。本稿が事例に取り上げる台湾におい

ても，多くの産業分野において，企業の活発な

創業が産業発展の重要な推進力となってきた

［Shieh 1992; 謝1993］。

本稿では，開発途上国における産業発展のダ

イナミズムの持続に関心を寄せる立場から，既

存産業に新たに参入した後発企業のパフォーマ

ンスに注目し，これを，先発企業と比較する。

具体的な事例として台湾のプリント配線板製造

業の企業データを用い，先発企業と後発企業の

間の規模の格差や販路構成・生産組織・収益性

等の特性上の差異が，時間とともにいかなる変

化を遂げたのかを検討する。結論を先取りすれ

ば，本稿のデータ整理からは，分析期間の初期

に観察された両グループ間の有意な差異が，時

間とともに縮小した様子がみてとれる。

先発者の優位性と劣位性や，参入順序と企業

パフォーマンスの間の関係，参入のタイミング

の規定要因については，Bain（1956;1968）によ

る参入障壁の議論を嚆矢として，Robinson 

and Fornell（1985），Brown and Lattin（1994），

Robinson, Kalyanaram and Urban（1994），

Mitchell（1989; 1991）等，多数の先行研究が存

在する。なかでも，包括的なサーベイ論文であ

る Lieberman and  Montgomery（1988;1998）は，

有用な視点を提供する。同論文は，先発者の優

位性の主な源泉として，（1）学習効果曲線が存

在するとき，あるいは研究開発・特許取得をめ

ぐる競争が展開されるときに，先発者が実現し

うる技術上の優位性，（2）希少な資源・資産を

いちはやく占有することで先発者が実現しうる

優位性，（3）買い手側にスイッチング・コスト

や商品に関する情報の不確実性が生じる場合に

先発者に生じる優位性，を指摘する。

先発者のこのような優位性が覆しえないもの

であるのなら，たとえ需要が急速に拡大する局

面にあっても，後発者の参入・成長の余地は限

られたものとなる。そのなかにあって，実際に

はしばしば，後発企業が先発企業を凌駕する成

長を遂げるのは，後発者にも様々な優位性が生

じるからである。リーバーマン＝モンゴメリー

は，後発者の利益が生じる可能性およびその条

件として，（1）後発者が先発者の投資行動にた

だ乗りできる可能性，（2）技術・市場の不確実
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性が解消する可能性，（3）技術の不連続的な発

展の可能性，（4）既存企業に発生しうる慣性が

先発者による環境変化への対応を困難にする可

能性，を挙げる。

ただし，先発者・後発者の利益をめぐるこれ

らの議論は，先んじて産業に参入した企業と新

たに参入した企業のそれぞれにとって利用可能

な潜在的機会を論じたものであり，後発企業が

先発企業とは異なるタイプの資源を保有するこ

とで急速な成長や良好なパフォーマンスを実現

することができる可能性，あるいは産業発展に

伴う企業数の変化じたいが後発企業群の成長に

与える影響を中心的な検討課題とするものでは

ない。

本稿では，台湾プリント配線板製造業の先

発・後発企業群の間の種々の差異が縮小に向か

った過程を，企業の資源や産業集積の機能と関

連づけて仮説的に検討する。

2. 　事例の選定──プリント配線板の製品特

性

前項で掲げた問題関心を掘り下げるにあたっ

て，本稿では，台湾のプリント配線板製造業を

事例に選定する。その理由は，主に以下の２点

である。第１に，プリント配線板製造業は，台

湾の電子産業の発展の特質を探るうえで，格好

の事例である。同産業は，1970年代以降，家

電・音響機器の生産拡大と歩調を合わせて発展

し，1980年代半ば以降は，パソコンおよびその

関連製品に用いられる重要な機構部品として，

台湾が世界的な IT 機器の製造拠点へと発展す

る過程の一端を担った。2003年の台湾のプリン

ト配線板の生産額は，約1800億元（約52億ドル）

であり，同年の輸出額は約31億ドルとアメリ

カ・日本をも凌いで世界最多であった。第２に，

プリント配線板製造業では，1970年代初頭に産

業が本格的な発展を開始して以降，企業の参入

が持続的に続き，生産拡大の原動力となった。

データの制約から分析期間は限定せざるをえな

いが，同産業における企業数の多さと，資料状

況の良好さにより，本稿が関心を寄せる先発

者 ・ 後発者の比較の視点に沿ったデータの整

理・検討が可能となる。

分析に入る前に，プリント配線板の製品特性

を概観しておこう。プリント配線板とは「回路

設計に基づいて，部品間を接続するために必要

な導体パターンを，絶縁基板の表面または表面

とその内部にプリントによって形成した板」

［社団法人日本プリント回路工業会　1999］であり，

組立型電子製品の生産に必要不可欠な部品であ

る。家電・音響機器・パソコン等の電子製品

は，プリント配線板の上に IC 等の電子デバイ

ス，抵抗器やコンデンサ等の電子部品を搭載・

固定し，これらのデバイス ・ 部品のあいだを

電気的に接続してはじめて，その機能を発揮す

る。

プリント配線板は，折れ曲がり性のないリジ

ッド板と，折れ曲がり性に富んだ軟らかい絶縁

材料を用いたフレキシブル板に大別される。リ

ジッド板・フレキシブル板はさらに，エッチン

グ技術を用いて絶縁基板の片面に配線を形成し

た片面板，両面に配線を形成し，ビアホールと

呼ばれる穴をあけてその中に銅めっき等を施

し，表裏の導体層の間をつないだ両面板，積層

技術を用いて３層以上の導体層をビアホールで

つないだ多層板に分けられる。IC パッケージ

用配線板は，IC チップを実装（一次実装）して，

プリント配線板に二次実装するための基板であ

る。



LKKKKKKKKKKKKKKKKKKKK 研究ノート KKKK

27

用途別にみると，白物家電やパソコンモニタ

ーのように，容積小型化の必要性がさほど高く

ない製品には，一般に片面板や両面板が用いら

れるのに対し，パソコンや携帯電話端末のよう

に，高機能性とコンパクト性の両立が求められ

る製品では，多層板が用いられる。また，フレ

キシブル板は，カメラ，音響機器，折りたたみ型

携帯電話端末等の多様な製品に用いられる。

生産組織の特性に即してみれば，プリント配

線板製造業の最大の特徴は，その製造プロセス

が，印刷・化学処理・機械加工等の多様で異質

な要素技術を必要とする多数の工程によって構

成される点にある。このような工程数の多さと

複雑さのゆえに，台湾の同産業では，生産の拡

大とともに，一部の工程に特化した企業が多数

成立し，活発な分業を行うようになった。例え

ば，穴あけ加工・表面処理・成型プレス等の工

程は，しばしば専業工場に外注に出される［中

華民國印刷電路板發展協會 1999, 108］。台湾のプ

リント配線板製造業において産業集積が形成さ

れた背景には，このような工程の分割可能性と

技術的な異質性という条件があった。

Ⅱ　台湾プリント配線板製造業の

　　　　発展過程

本節では，台湾プリント配線板製造業の発展

過程を，（1）産業の初発期である1969年から84

年まで，（2）パソコン産業の需要の拡大を追い

風として成長を遂げた85年から94年まで，（3）

対中投資の動きが始まった95年から今日まで，

の3つの時期に区分し，各々の時期における産

業発展の過程を整理する。

1. 　第１期（1969～84年）

台湾では，1960年代初頭までに，輸入代替型

工業化政策から輸出指向型工業化政策への転換

が進み，あわせて外資誘致政策も整備された。

これを受けて，1960年代以降，アメリカ・日本

の電子メーカーが多数台湾に進出し，低賃金労

働力を利用して，トランジスタ ・ ラジオ，白

黒テレビ等の電子製品の組立生産を開始し

た（注１）。1960年代半ばから70年代にかけては，

外資系部品メーカーが，台湾内のアセンブラー

向けの供給や，本国・第三国向け輸出を目的と

して次々と台湾へ進出した。1969年にアメリ

カ・日本のプリント配線板メーカーが台湾に進

出し，現地生産を開始したのも，同様の目的か

らであった。

片面板の製造開始にあたっては，日系企業が

重要な役割を果たした。すなわち，1968年に日

本サーキット工業・三菱ガス化学等が台湾企業

と合弁で設立した台豊印刷電路工業，70年に日

立化成工業が高雄に設立した台湾日立化成工業

が，台湾における片面板製造の嚆矢となった。

他方，多層板の製造の先駆けとなったのは，

1969年に設立されたアメリカ・アンペックス社

（Ampex Corporation）の台湾子会社・台湾安培

であった［中華民國印刷電路板發展協會 1999, 28- 

29］。台湾安培は，音響機器や中 ・ 小型コンピ

ュータの製造のほか，その生産に必要な両面

板 ・ 多層板の内製も行った。早くも1973年に

は，台湾安培に勤めていた従業員が独立して華

通電脳（注２）・台湾電路を創業したが［財團法人

工業技術研究院　1999, 26］，これは，その後の

産業発展の原動力となる，従業員の活発な独立

創業の歴史の始まりでもあった。

1970年代を通じて，台湾電子産業では，カラ
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ーテレビ・テープレコーダー・電卓等の新製品

の生産が次々と立ち上がり，島内のプリント配

線板需要は順調な拡大を遂げた。注目すべきこ

とは，プリント配線板製造業の成長に伴って産

業集積が形成されたことである。表１は，プリ

ント配線板関連企業が多数参加する中華民國印

刷電路板發展協會（TPCA）の2002年版の会員

リスト所収企業のうち，実際にプリント配線板

を製造していることが確認された113社（注３）の

なかから，必要なデータが入手できた79社につ

いて，設立年代別・所在地別の企業数を掲げた

ものである。同表から，台湾のプリント配線板

製造業では，一貫して，桃園県，およびこれと

隣接する台北県新荘市・樹林市等の一帯への立

表１　中華民國印刷電路板發展協會（TPCA）会員の設立年・立地別構成

設　　　立　　　年

～1979 1980～84 1985～89 1990～94 1995～ 合　計

桃園県 11 8 12 7 8 46

桃園市 1  3 1  5

蘆竹郷 2  2 1 4 9

大園郷 1     1

亀山郷 2 2 1 1 1 7

観音郷   2   2

新屋郷   1  2 3

中　市 2 4 2 1  9

八徳市 1   1  2

平鎮市 2 2 1 1  6

楊梅鎮    1  1

龍潭郷     1 1

台北県 6 4 2 4 0 16

新荘市 4  1 2  7

樹林市 1 1 1 1  4

三重市  1    1

三峽鎮    1  1

土城市  2    2

林口郷 1     1

台北市 0 1 1 3 1 6

高雄県・市 2 1 1 2 0 6

その他 1 0 2 1 1 5

合計 20 14 18 17 10 79

（出所）筆者作成。      
（注）TPCA会員リスト（2002年版）所収のプリント配線板メーカーのうち， 設立年・立地に関する情報のあ
　　　る79社について整理・作成。
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地が進んできたことがみてとれる。以下，本稿

では桃園県から台北県南部にかけてのこの一帯

を「桃園地域」と呼ぶ（地図参照）。

桃園地域における産業集積の形成の契機は，

同産業の先駆けとなった台湾安培と台豊印刷電

路工業が，台湾への進出に際して，桃園県を立

地先に選定したことにある。台北市・県の郊外

に位置する桃園県は，交通インフラの整備や工

台北県
　⑫新荘市
　⑬樹林市
　⑭三重市
　⑮三峽鎮
　⑯土城市
　⑰林口郷

桃園地域の地図

桃園県

新竹県

台北県

桃園県
　①桃園市
　②蘆竹郷
　③大園郷
　④亀山郷
　⑤観音郷
　⑥新屋郷
　⑦中　市
　⑧八徳市
　⑨平鎮市
　⑩楊梅鎮
　⑪龍潭郷

①

②③

④
⑤

⑦
⑥

⑧

⑨⑩

⑪

⑫

⑬

⑭

⑮

⑯

⑰

県・直轄市境

郷・鎮・市境

（出所）筆者作成。

台
北
市
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業団地の造成が早くから進んでいた。また，台

北市内に比べて用地コスト・賃金水準が低廉で

あった。両社は，これらの事情を勘案したうえ

で桃園県への立地を選択したものと推測される。

1970年代以降，台北県から桃園県にかけての

一帯に多数の電子製品・部品メーカーが集積す

るようになったことも，受注生産型の部品であ

り，顧客との地理的近接性が有利に働くプリン

ト配線板のメーカーが桃園地域へと立地する重

要な背景となった。新たに参入する企業の経営

者の多くが既存企業からスピンオフした人々で

あり，桃園地域に生活の拠点を置いていたこと

も，この地域への立地が増加した要因となった。

産業の発展に伴い，桃園地域のプリント配線板

製造企業の数は順調に増加した。

2. 　第２期（1985～94年）

台湾のプリント配線板製造業は，1980年代半

ばに新たな局面を迎えた。台湾では，1980年代

初頭からパソコン関連製品の製造が始まってい

たが，80年代半ば以降は，パソコンの輸出向け

生産の拡大（注４）が，家電製品や音響機器，種々

の半製品に代わって，プリント配線板製造業の

発展を牽引するようになった。

1984年は，台湾のパソコン製造業およびプリ

ント配線板製造業の双方にとり，飛躍の年とな

った。この年，台湾のパソコン生産台数は前年

の5.0倍の73万台，販売額は同じく7.6倍の64億

台湾元に急増し（注５），当時の台湾で，高品質の

４～６層板を安定的に大量供給できる唯一のメ

ーカーであった華通電脳は，突如として増加し

図１　電機電子工業同業公会名簿にみるプリント配線板製造企業数の推移
（社数）
250

200

150

100

1975 76 77 78 79 80 82 83 86 88 90 92 94 96 98 2001年

（出所）台灣區電機電子工業同業公會（旧・台灣區電工器材同業公會）『会員名録』の「印刷電路板」各品目
　　の製造企業数について，品目間での重複を排除し計算。年は，名簿の出版年にあわせた。

（注）一部の年のデータは未入手。

50

0
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た注文への対応に追われることとなった［白

1993，62］。生産量の増大に台湾内の原材料の供

給が追いつかず，プリプレグやコア材は品薄と

なった。1984年の華通電脳の売上利益率は28.4

％にも達し，酒・たばこの専売を行う台湾省タ

バコ・酒公賣局に次いで台湾の全企業中，第２

位の利益率を記録する快挙となった（『天下雜

誌』1985年８月１日号）。

同社のこの記録的なパフォーマンスは，企業

家たちを刺激し，プリント配線板製造業への参

入を誘発した。とりわけ，IBM PC 互換機やイ

ンターフェースカードの生産が急増したことか

ら，1985年以降の台湾では，多層板生産への参

入が活発化した［白　1989，37］。

図１は，電子産業の同業組合である台灣區電

機電子工業同業公會（旧・台灣區電工器材同業公

會）の会員名簿所収のプリント配線板製造企業

数の推移を掲げたものである。部分的なデータ

の不備（注６）があるが，長期にわたる企業数の増

減の傾向を示す資料として有用である。この図

から，1980年代半ば以降のパソコン産業の拡大

と歩調を合わせるように，プリント配線板製造

業への参入が急増した様子がみてとれる（注７）。

図２は，プリント配線板の輸出額データが整

図２　台湾のプリント配線板の実質生産・輸出額，輸出比率の推移（1989～2001年）

（％）（100万ドル）
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（出所）生産額：『中華民國台灣地區工業生　統計月報』（經濟部統計處）各月版の生産額のデータを，『中華

民國臺灣地區物價統計月報』（行政院主計處）所収の「電機及び電器」「パソコン・通信及び AV 電子製

品」の卸売物価指数により実質化。台湾元の米ドル換算には“Financial Statistics：Taiwan District, 

the Republic of China（compiled in accordance with IFS format）”, Central Bank of China 所収の年央

値を用いた。輸出額：經濟部ホームページ（http：//www.moea.gov.tw）よりダウンロードしたデータ

を，『中華民國臺灣地區物價統計月報』所収の「電機及び電器」「電機及びその設備」の輸出価格指数に

より実質化。

（注）1　生産額・輸出額の両系列の製品範囲は完全には一致しない。

　　　2　一部の年については「電子部品」の価格デフレータが利用できないため，上記の指数を用いて実質

　化を行った。



32

KKKK 研究ノート KKKKKKKKKKKKKKKKKKKKL

合的なかたちで入手できる1989年以降の時期に

ついて，実質生産額・実質輸出額，両者間の比

率を掲げたものである。ここから，台湾のプリ

ント配線板製造業の輸出比率が一貫して４～６

割程度で推移してきたこと，趨勢的には1990年

代を通じて輸出比率が上昇してきたこと，が分

かる。

3. 　第３期（1995年以降）

パソコン産業の急成長に支えられて発展を遂

げたプリント配線板製造業は，1990年代半ばに，

再度，転機を迎えた。台湾の電子産業では，

1990年代初頭より，台湾元の対米ドルレートと

島内の労賃の上昇，中国の投資環境の改善等の

変化を受けて，中国沿岸部への投資が増加した。

まず，音響機器や家電等のメーカーが中国への

投資を進め，次いで1990年代半ば頃からは，多

層板需要の牽引車であったパソコン関連メーカ

ーの対中投資が増大した。ユーザーの中国移転

に伴って，プリント配線板メーカーも対中投資

の必要性に迫られるようになった。

表２は，本稿の分析対象期間に合わせて2001

年までの台湾プリント配線板メーカーの対中投

資の状況を掲げたものである。ここから，一部

の老舗メーカーが1990年代半ばに投資を行って

いるものの，総じて，1998～2000年頃に中国進

出が活発化したことがみてとれる。

対中投資の拡大に対応して，1990年代半ば以

降の桃園地域では，製品の高度化が進展した。

具体的には，携帯電話端末用配線板や IC パッ

ケージ用配線板等の高付加価値型の製品へのシ

フトが生じた。2001年には，プリント配線板の

需要元のうち，パソコン関連製品が約59％と依

表２　分析対象企業の対中投資の状況：2001年末まで

企業名 創業年 投資地 

雅新實業 1972 1998年－ 広東省東莞，江蘇省蘇州

華通電脳 1973 1996年－ 広東省恵州

耀文電子工業 1974 2000年－ 江蘇省昆山

華虹電子 1978 2000年以前 広東省深　

祥裕電子 1978 2000年ないし2001年－ 広東省中山

敬鵬工業 1979 1998年－ 江蘇省蘇州

金像電子 1981 2000年－ 江蘇省蘇州

耀華電子 1984 1996年－ 上海

柏承科技 1990 2000年に工場用地を取得 上海

佳鼎科技 1990 1999年－ 江蘇省蘇州

健鼎科技 1991 2001年－ 江蘇省無錫

台郡科技 1997 2000年－ 江蘇省昆山

（出所）台湾證券交易所ホームページ，各社ホームページ，各種新聞報道等より作成。    

（注）1）本稿の分析対象時期にあわせて，2001年末までの投資の状況を掲出。その後，現在までに８社の分析対

　　　　象企業が対中投資を行っている。    

　　　2）投資年の基準は，企業により，海外送金の開始年・工場用地取得年・操業開始年等，ばらつきがある。 

投資年
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然として最大のシェアを占める一方，これに続

いて通信用配線板が約20％とシェアを高めてい

る。製品別の構成では，多層板が72％を占める

のに続き，IC パッケージ用配線板が11％を占

めている［郭・詹・周　2002，３章42-43］。

經濟部のデータ（注８）から台湾のプリント配線

板の輸出額の構成をみると，片面板・両面板の

比率の合計は，1989年の約50％から2003年には

12％にまで低下した。他方，多層板の構成比は

この間に37％から60％に上昇した（注９）。

今日，プリント配線板製造業は，台湾の電子

部品産業を代表する重要なサブセクターに成長

している。2003年の製造業の売上高ランキング

［『天下雜誌』298号，2004年５月１日］では，南

亞印刷電路板，欣興電子，華通電脳が電子部品

部門の３～５位（注10）を占めたほか，多数のプ

リント配線板メーカーが上位にランクインした。

同産業は，組立型電子製品の成長に誘発されて

発展を遂げた台湾の電子部品製造業の典型的な

事例である。

Ⅲ　先発・後発企業間の比較

──差異の縮小過程の検出──

　

前節でみたように，台湾のプリント配線板製

造業は，1985年に重要な転換点を迎えた。本節

では，桃園地域に立地するプリント配線板製造

企業44社を，（1）1984年以前，すなわちプレ・

パソコン産業時代に創業した企業群＝先発企業

群（ないし先発企業グループ），（2）パソコン産

業がプリント配線板製造業の成長を牽引するよ

うになった1985年以降の時期に参入した企業群

＝後発企業群（ないし後発企業グループ），に

二分する。そのうえで，両グループの規模や市

場構成 ・ 外注の利用度 ・ 収益性等の指標を，

（3）の時期──1995年以降の７時点のデータに

即して比較検討する。

1. 　使用データ

データ分析にあたっては，2002年の時点で株

式を公開発行しているプリント配線板メーカー

47社のうち，桃園地域に立地する44社（注11）の

1995～2001年の７年間のデータを使用する。台

湾では，2001年の公司法（会社法）の改正によ

って規定が変更されるまで，資本金額が一定以

上（注12）に達した株式会社に対し，株式を公開発

行することが義務づけられていた。公開発行企

業に対しては，会社の概要や事業内容，主要産

品の生産・売上額，財務諸表をはじめとする情

報の公開が義務づけられる（注13）ため，企業のパ

フォーマンスやコスト構造に関わるデータを入

手することが可能である（注14）。

株式の強制公開発行制度の要件から明らかな

ように，本稿の分析対象企業は，主として業界

の上位メーカーである。TPCA に加盟するプ

リント配線板メーカーと比較してみると，サン

プル企業の平均は，平均創業年では TPCA 加

盟の平均にほぼ等しいものの，従業員・資本金

額では1.5倍ほどの規模であり，業界の上位 ・

中位企業が多く含まれていることがうかがわれ

る（注15）。

本稿では，データのアベイラビリティの制約

に鑑みて，以下の指標に注目しつつ，先発・後

発企業群の比較を行う。まず，企業規模の指標

として，固定資産総額，営業収入額，従業員数

の推移をとりあげ，分析期間中にグループ間の

規模の差が拡大したか縮小したかを検討する

（本節第２項）。次いで，両企業群の特性を，以

下の指標に即して比較する。まず，市場構成を
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比較する目的から，輸出額と，生産額に占める

輸出額の比率を検討する。次いで，生産組織の

特徴をみるため，外注加工費比率を検討する。

最後に，収益性の指標として総資産利益率と営

業利益率を比較する（本節第３項）。

分析にあたっては，2001～03年にかけて行っ

た桃園地域の10社のプリント配線板メーカー

（Ａ～Ｊ社）に対するヒアリング調査（注16）の結果

を適宜利用し，データの分析とその解釈を補強

する。

なお，分析対象期間である1995年から2001年

にかけては，台湾プリント配線板製造業の対中

投資が進展した時期であった。両グループの規

模の動きを考えるうえでは，同時期に進んだ対

中投資のインパクトを考慮する必要がある。こ

の点に関しては，データの制約が厳しく十分な

分析を加えることが困難であるが，付論で検討

を加えた。

以下，本節の結論を先取りすれば，44社のデ

ータの整理を通じて，分析対象期間を通じ，後

発企業群が規模の面で先発企業群を追い上げる

とともに，販路の構成や生産組織，収益性等の

面で両グループ間の差異が縮小してきた様子が

見出される。

2. 　規模──「追い上げ」過程の検出

表３は，先発 ・ 後発企業群ごとに（1）固定

資産総額，（2）営業収入額，（3）従業員数の平

均値とメディアンの推移を掲げたものである。

同表から第１に，分析期間を通じて，先発・後

発の別を問わず，桃園地域のプリント配線板メ

ーカーの規模が急速に拡大した様子がみてとれ

る。なかでも固定資産額の面での伸びは目覚ま

しく，この時期の世界的な IT 機器ブームを追

い風として，サンプル企業群が積極的な設備投

資を行った様子がみてとれる。

第２に，同表からは，いずれの指標において

も，先発企業グループの平均規模がほぼ一貫し

て後発企業グループを上回ってきたこと，より

重要な点として，両グループ間の差が着実に縮

小してきたことがみてとれる。３つの指標のい

ずれにおいても，先発・後発企業群の間の平均

値の差の有意性は，1995～97年頃には高かった

が，2000～01年にかけて大きく低下している。

特に，固定資産総額での後発企業グループの追

い上げはめざましく，平均値の差の有意性は，

分析期間の末に大幅に低下している。2001年に

は，後発企業グループの固定資産額のメディア

ンが先発企業グループを凌駕するに至っている。

分析期間を通じて，後発企業群が活発な投資を

行い，先発企業群との差を急速に縮めてきた様

子がみてとれる。

3. 　販路・生産組織・収益性──差異の縮

小過程の検出

（1）輸出額・輸出比率

表４は，両グループの輸出額と輸出比率（生

産額に対する輸出額の比率）の推移を掲げたもの

である。ここから，輸出額においても，規模で

みたのと同様の傾向──すなわち，先発企業グ

ループが一貫して後発企業グループを上回って

きたが，年を追って，後者が急速に追い上げ，

両者の差が縮小してきたことがみてとれる。

この後発企業群による輸出面での追い上げは，

以下の２つの動きの複合的な帰結として理解で

きよう。第１に，上でみた後発企業群の積極的

な設備投資が，生産能力の拡充をもたらし，輸

出の増大を帰結したことである。第２に，先発

企業群と後発企業群のあいだに存在した輸出比

率の差が，分析対象期間を通じて徐々に縮小し
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た。表４で各年の下欄に掲げた輸出比率をみる

と，後発企業群の輸出比率は2000～01年にかけ

て顕著に高まり，先発企業群との差の有意性は

2000年に大きく低下している。これが，後発企

業群の輸出額の増大をもたらした一因であるこ

とがみてとれる。

この背景の一端は，ヒアリングの成果から推

測することができる。もともと台湾のプリント

配線板製造業では，設立年代の古い大手企業は

輸出比率が高く，相対的に小規模の後発企業群

は国内向け生産を中心とする，という販路のデ

マケーションが存在したという。このような

「垣根」の存在の背景として，業界関係者が指

摘するのは以下の点である。

第１に，両市場の性格の違いである。すなわ

ち，1980年代後半以降，台湾のプリント配線板

の中心的な需要元となったパソコン関連産業で

は，価格競争が極めて激しい。大多数のパソコ

ン関連メーカーは，プリント配線板メーカーと

同様に，桃園地域から台北市・県一帯の狭い地

域に集中して立地しており，プリント配線板業

界に関する豊富な情報を利用して，多数の取引

先候補を相互に競わせる。また，配線板メーカ

ーの側も，成長性の高いパソコン産業向けに激

しい売り込み競争を展開してきた。その結果，

利益率はおのずと低いものとなった（Ｃ，Ｄ社

におけるインタビュー，以下同じ）。他方で，桃

園地域の業者にとって輸出は，相対的に利潤率

の高い事業機会として認識されてきた。あるプ

リント配線板メーカーはその理由を「欧米や日

表４　先発・後発企業群の比較：平均輸出額（上段），輸出比率（下段） 

後発企業群

1995 16 903,035 1,019,870 11 217,262 193,387 2.62

 16 66.5 43.5 11 38.2 26.3 2.11

1996 19 852,493 1,123,536 17 150,168 222,048 2.66

 18 56.8 44.6 17 22.7 25.3 2.80

1997 19 1,265,501 1,812,606 18 240,214 313,943 2.42

 15 66.4 45.4 17 30.0 26.9 2.71

1998 21 1,717,340 3,010,411 22 627,828 2,009,456 1.39

 17 51.8 42.3 18 28.1 26.0 2.00

1999 21 1,791,622 2,719,204 21 827,280 223,046 1.25

 17 60.7 41.4 12 31.8 29.2 2.07

2000 20 2,768,440 4,111,325 21 1,407,258 2,750,597 1.24

 20 63.3 40.5 18 53.6 37.4 0.77

2001 19 2,522,176 3,508,268 18 1,401,628 2,543,996 1.12

 19 64.3 39.2 18 50.8 37.6 1.07

先発企業群 分散が不均一
と仮定した場
合のｔ値サンプル数　　単純平均　　標準偏差 サンプル数　　単純平均　　標準偏差

（出所）公開発行企業各社の財務データより作成。
（注）輸出比率＝（輸出額／生産額）×100   

（単位：1000元，％）
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本の顧客は，高コストの現地（欧米 ・ 日本）の

サプライヤーとの比較で発注をするから，（相

対的に）高価格であっても受容する」と説明す

る。また別のメーカーは，「顧客による（品質・

管理面での）承認が必要であったり，良品率の

要求水準が高かったり」することが，中小企業

による輸出市場の参入障壁になっているという

（Ｆ社）。

主として1985年以降のパソコン産業の勃興を

とらえて参入した後発企業群は，当初から間接

費の低さと小回りの利く生産体制を武器に，激

しいコスト競争を伴いながら拡大を遂げる国内

のパソコン市場に積極的に対応していった。こ

れに対して，比較的規模の大きな老舗企業は，

安定した技術や生産管理ノウハウの蓄積を活か

して，顧客からの要求や手続きの面で中小企業

には参入障壁があり，高利潤が見込まれる輸出

に注力する，という構図が出現していたのであ

った。

しかし，このような「垣根」は，2000～01年

にかけて，後発企業群の輸出比率が急上昇した

ことにより，大きく崩れた（表４）。この背景

として，以下の３点が挙げられる。第１に，上

述のような1990年代後半以降の積極的な設備投

資の結果，後発企業群の生産能力が高まり，輸

出市場への参入を積極的に試みるようになった

ことである（インフォーマントＰ氏）。1974年創

業の老舗・Ｆ社の輸出比率は，90年代半ばの９

割強から，2002年には６割程度にまで低下した

が，同社はその理由を「かつては特段の営業努

力をしなくても，外国企業からのオーダーは安

定的に流入していた。しかし，台湾の同業者た

ちが積極的な設備拡張を行い，それを満たすた

めに，オーダーを積極的に取りに行くようにな

った。中小企業も輸出に進出するようになり，

逆に大企業はその穴を埋めるために国内の顧客

にも目を向けるようになった」と説明する。

第２に，1990年代半ばまでの中小企業の輸出

比率の低さの背景には，海外マーケティングの

担い手となる人材の不足があった。しかし，こ

の人的ボトルネックが克服されるに従い，中小

企業にとっての輸出市場への参入障壁が低下し

た（Ｆ社）。

第３に，後発企業群の重要な顧客であったパ

ソコンメーカーの対中投資がこの時期に加速し

た。これに対する供給が増えた結果，ユーザー

の海外移転に伴って輸出が急増した可能性が考

えられる。あいにく，先発・後発企業の別に輸

出市場の構成を分析することはできないため，

この点については台湾全体の輸出データから推

測するほかはない。そこで，分析対象期間につ

いて，パソコンに用いられる多層板の輸出市場

構成をみると，香港・中国が台湾の全輸出額に

占めるシェアは，1995年の10％から2001年の13

％へ上昇するにとどまった。2002年以降，この

シェアは大きく上昇しているが，本稿の分析対

象期間においては，パソコンメーカーの対中シ

フトによって後発企業群の輸出比率が自動的に

もたらされたと考えるべきほどには，香港・中

国向けの輸出のシェアが大きくなかったことが

うかがわれる。

以上を総合すれば，輸出額・輸出比率のいず

れの指標においても，分析期間を通じて，先発

企業群と後発企業群のあいだに存在した差異が

縮小に向かったことがみてとれる。

（2）　外注比率

続いて，製造原価に占める外注加工費の比率

を比較しよう（表５）。前述のように，プリン
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ト配線板製造業の特徴は，その工程数の多さと，

要素技術の多様性にある。また，プリント配線

板は受注型の部品であるため，作りおきができ

ず，しばしば，その製造企業は，ユーザー側の

要求に応じて，短納期で大量のオーダーをこな

す必要に迫られる。桃園地域における産業集積

は，このような課題に迫られる製造企業が，相

互の「横受け」（注17）や一部の工程に特化した専

業工場への外注を通じて設備稼働率の平準化や

納期の短縮を図るなかから，発展を遂げてきた。

下請工場の創業者にはプリント配線板メーカー

から独立創業した技術畑の人材が多く（Ａ社），

一部の工程に特化して，大手のプリント配線板

メーカーを凌ぐ設備能力と高い技術力を実現し

た工場も少なくない（インフォーマントＰ氏，Ｂ

社，Ｇ社）。

他方で，外注への依存は，しばしば品質の犠

牲を伴うこととなる（インフォーマントＰ氏，Ｅ

社）。専業工場の技術水準は一般に高いものの，

品質管理にあたって十分なモニタリングのイン

センティブが働かないこと，機械や化学品のメ

インテナンスに問題が生じがちであることから，

「外注に出せば，品質はどうしても落ちる」（Ａ

社，Ｅ社）。海外の大手の顧客のなかには，下

請工場への外注に厳しい制限を課す企業が少な

くないが（Ｆ社，Ｇ社），これは下請への外注が

このような問題を有するからである。このよう

なジレンマのなかにあって，先発・後発企業群

は，どのような選択を行っているのであろうか。

また，分析対象期間に，先発・後発企業群の外

注依存度は収斂したのであろうか。

両グループの外注費比率の推移を掲げた表5

からは，次の点を読みとることができる。すな

わち，先発企業群に比して，後発企業群の外注

依存度はほぼ一貫して高いものの，1995～99年

にかけて比較的高かった両グループの平均値の

差の有意性は，2000～01年にかけて低下した。

先発企業群の外注比率が10％強でほぼ一定して

 サンプル数 9 5

1995 平均値（％） 10.8 24.6 1.61

 標準偏差 9.9 17.6 

 メディアン（％） 6.7 22.4 

 サンプル数 14 8 

1996
 平均値（％） 12.0 24.3 1.88

 標準偏差 9.9 16.8 

 メディアン（％） 13.2 21.8 

 サンプル数 15 9 

1997
 平均値（％） 12.3 20.2 1.64

 標準偏差 9.2 12.7 

 メディアン（％） 13.4 21.0 

 サンプル数 17 17 

1998
 平均値（％） 12.2 25.6 3.47

 標準偏差 9.6 12.7 

 メディアン（％） 10.5 21.4 

 サンプル数 16 16 

1999
 平均値（％） 10.7 17.5 1.89

 標準偏差 7.3 12.3 

 メディアン（％） 9.3 15.6 

 サンプル数 14 14 

2000
 平均値（％） 14.4 17.8 0.84

 標準偏差 10.6 10.9 

 メディアン（％） 13.0 20.1 

 サンプル数 14 9 

2001
 平均値（％） 12.5 13.1 0.12

 標準偏差 13.3 9.6 

 メディアン（％） 6.9 15.5 

表５　先発・後発企業群の比較：外注加工費の

　　　比率（*）   

後発企
業群

分散が不均
一と仮定し
た場合のｔ
値

先発企
業群　

（出所）公開発行企業各社の財務データより作成。  

（注）＊製造原価に占める外注加工費の比率（％）。
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いるのに対し，後発企業群の下請比率が，1999

年頃から低下傾向にあるためである。

この背景として，第１に，1990年代後半を通

じた積極的な設備投資により，後発企業群の自

社内の生産能力が拡大し，内製比率が高まった

ことが考えられよう。第２に，この時期の市況

の軟化を受けて，後発企業群でも，「横受け」

型の外注などが減少し，内製比率が上昇した可

能性が考えられる。第３に，後発企業群が品質

志向性を強め，内製率の引き上げに転じた可能

性が考えられる。後発企業群のなかでも，IC

パッケージ用配線板製造を行う２社では外注が

ほぼ行われていないことに端的にみてとれるよ

うに，高付加価値型製品にシフトしているメー

カーでは，外注比率が低い傾向がある。後発企

業のなかにも品質を意識した企業，高付加価値

型の製品にシフトした企業が現れていることが，

下請比率の趨勢的な低下の背景の一端を成して

いるものと推測される。

このように，両グループ間の外注加工費の比

率の推移にも，先発・後発企業群の間の差の縮

小という傾向がみてとれる。

（3）　収益性

最後に，表６から，先発・後発両グループの

総資産利益率（税引後）と営業利益率（売上高

に対する営業粗利益額の比率）を比較しよう。各

年の上欄には両グループの平均値を掲げたが，

その標準偏差の動きから分かるように，このデ

ータの問題点は，後発企業群のなかに，創業直

後のメーカーを中心に営業利益率の分母・分子

が著しく不安定な動きをとるメーカーが混在し

ており，他社とかけ離れた値をとるサンプルが

存在することである。そこで，以下では主とし

てメディアンに注目し，あわせて平均値の推移

から得られる情報を併用することとする。

まず表からは，先発・後発企業群ともに，分

析対象期間の後半に，収益性の低下に直面した

ことがみてとれる。これは，1990年代を通じて

台湾のプリント配線板製造各社が積極的な設備

拡張を行った結果，生産能力が急拡大し，利益

率が低下したことに加え，2000年以後の世界的

な IT 不況が同産業を襲ったことを反映したも

のであると考えられる。

同表から両グループのメディアンの推移をみ

ると，分析期間を通じて，先発企業群の総資産

利益率・営業利益率がほぼ一貫して後発企業群

を上回っているものの，後発企業群との格差が

徐々に低下している点が目を引く。

この要因としては，以下の点が考えられる。

第1に，分析対象期間の前半における先発 ・ 後

発企業群の収益性に格差が生じていた背景とし

て，相対的に高い利益率がみこまれる輸出向け

の販売比率の差が考えられる。分析期間の後半

にかけて，両グループの輸出比率が均等化に向

かったことは，すでにみたとおりである。これ

により利益率の面でのグループ間の格差が縮小

した可能性が考えられる。

第２に，分析対象期間を通じて後発企業群が

経営・生産効率を高め，収益性の改善に成功し

た可能性が考えられる。工程の長さと工程ごと

の技術的な異質性を特徴とするプリント配線板

製造業では，適切な品質管理を行いつつ，確実

に納期に対応するための技術・組織ノウハウを

蓄積することが，企業経営上の重要な課題であ

る（インフォーマントＰ氏）。ヒアリングを行っ

た桃園地域のプリント配線板メーカーの経営者

らは，共通して，同産業における学習曲線の存

在とその重要性に言及し（Ｃ社，Ｄ社，Ｆ社），
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従来，古参企業群が，操業・管理ノウハウ上の

優れた蓄積をもって，低コストを武器とする後

発の中小企業に対抗してきたことを指摘する。

換言すれば，分析対象期間を通じて，後発企業

群がノウハウの吸収・蓄積を行い，経営効率の

改善に取り組んだことが，両グループの収益パ

フォーマンスの差の縮小というかたちで，実を

結んだ可能性を想定することができよう。

4. 　小括

以上より，1984年以前のプレ・パソコン産業

1995 サンプル数 20 16  21 17 

 平均値（％） 13.70 10.13 1.56 21.33 11.00 1.08

 標準偏差 7.16 6.52  7.03 38.90 

 メディアン（％） 13.5 6.5  21.4 16.8 

 サンプル数 20 17  21 18 

1996
 平均値（％） 10.45 7.82 0.93 20.43 15.78 1.10

 標準偏差 6.53 9.94  8.36 16.17 

 メディアン（％） 11.5 7.9  23.1 18.8 

 サンプル数 21 18  21 18 

1997
 平均値（％） 9.24 6.67 0.86 16.38 14.56 0.39

 標準偏差 7.98 10.24  12.39 16.20 

 メディアン（％） 10.0 7.3  19.3 19.1 

 サンプル数 21 21  21 22 

1998
 平均値（％） 6.52 4.24 0.63 15.71 －15.27 2.26

 標準偏差 7.61 14.69  12.02 63.07 

 メディアン（％） 6.6 6.0  18.5 14.7 

 サンプル数 20 22  21 22 

1999
 平均値（％） 1.05 －0.36 0.45 9.48 －12.05 1.63

 標準偏差 10.00 10.14  12.51 60.74 

 メディアン（％） 4.4 3.0  14.6 13.2 

 サンプル数 20 21  20 21 

2000
 平均値（％） 5.05 3.67 0.50 14.40 6.10 1.51

 標準偏差 7.17 10.41  7.64 23.91 

 メディアン（％） 6.6 6.0  17.0 13.6 

 サンプル数 20 18  20 18 

2001
 平均値（％） 2.30 0.56 0.64 12.60 7.78 0.85

 標準偏差 6.37 9.82  6.85 23.24 

 メディアン（％） 1.3 1.2  13.0 12.6 

表６　先発・後発企業群の比較：総資産利益率，営業利益率 

総資産利益率（税引後） 営業利益率

先発企業群 後発企業群
分散が不均一
と仮定した場
合のｔ値

先発企業群 後発企業群
分散が不均一
と仮定した場
合のｔ値

（出所）公開発行企業各社の財務データより作成。



LKKKKKKKKKKKKKKKKKKKK 研究ノート KKKK

41

時代に創業した企業群と85年以後のパソコン産

業時代に創業した企業群の間の差異が，95年以

降の時期を通じて，総じて縮小する傾向にあっ

たことが見出された。第１に，企業規模の面で

は，後発企業群による先発企業群への追い上げ

が観察された。第２に，販路の構成，外注加工

費比率，収益性といった特性の面でも，先発・

後発企業群の間の差異が縮小したことがみてと

れた。

先発・後発企業群の間の規模の差の縮小は，

先発企業群がこの時期に対中投資を拡大したこ

とにも影響を受けていると考えられる。しかし，

付論で検討しているように，中国・台湾工場間

の関係が，先発企業群では補完的な傾向にある

こと，中国における大量生産が本格化したのが

2001年頃からであったこと等を考え合わせれば，

後発企業群による規模の面での追い上げは，や

はり特筆に値するものである。

分析期間を通じて，後発企業群は，積極的な

投資を通じて規模の面で先発企業群を追い上げ

た。また，先発企業群の優位性の基盤，すなわ

ち輸出市場での地位や，技術力・ノウハウの蓄

積を通じた高収益力といった強みを徐々に掘り

崩した。これらの変化があいまって，先発・後

発企業群の間の格差は縮小に向かったものと考

えられる。

Ⅳ　先発・後発企業間格差の縮小の

         背景

本節では，先発・後発企業群の間に存在した

格差が分析期間を通じて縮小した背景を考察す

る。具体的には，以下の点を論じる。（1）後発

企業の多くが，パソコン産業の興隆に伴い，既

存企業からのスピンオフによって成立した企業

であること。これらの後発企業の創業者たちが

独立に先立ち，既存企業において獲得した資源

は，分析期間を通じて，後発企業群が規模を拡

大しつつ相対的に良好な業績を維持することを

可能にし，先発企業群との格差を縮めるうえで

寄与したのではないかと考えられること，（2）

桃園地域の産業集積において作用する外部経済

効果が，後発企業群の成長を押し上げる方向に

作用した可能性が考えられること，（3）株式市

場の発展が，後発企業による積極的な設備投資

を可能にしたであろうこと。いずれの論点も仮

説の域を出るものではないが，桃園地域におけ

る企業へのヒアリングや業界関係者へのインタ

ビューのなかから得た着眼点であり，検討に値

するポイントであると考える。

1. 　人材のスピンオフと企業の保有資源

ある産業への参入に先立つ時期の企業の経験

は，企業が保有する資源の量と性格を大きく

規定する［Helfat and Lieberman 2002;  Schoene-

cker and Cooper 1998］。同一産業における企業

間のパフォーマンスの差異の説明変数として，

企業の来歴とこれによって規定される当該企業

の保有資源・能力に注目した興味深い研究に，

Klepper（2001; 2002）がある。クレッパーは，

1960年代半ばまでの約70年間にわたるアメリカ

の自動車産業の企業データを用いて，企業の退

出確率を検討した結果，（1）同産業の発展とと

もに，既存の自動車メーカーからスピンオフし

た企業が産業の主導的存在になったこと，（2）

スピンオフ型企業の優れたパフォーマンスが，

いくつかの業界トップ企業から独立創業した企

業の高い生存率に由来すること，を指摘した。

そのうえでクレッパーは，産業が技術変化等に
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由来する新たな挑戦に直面したとき，これへの

対応の方策を習得するのに最適の場所は同一産

業の優れた既存企業なのであり，ここからスピ

ンオフした企業こそが優れた能力を有すること

を論じた。

台湾プリント配線板製造業の後発企業群の特

質を考えるとき，クレッパーの議論は示唆的で

ある。桃園地域の後発企業群の多くは，プリン

ト配線板メーカーに勤務したのちに独立した

人々によって創業されたメーカーであるが，こ

の来歴自体が，先発・後発企業群の格差の縮小

の背景を考えるうえで重要な鍵となる可能性を

有しているからである。ヒアリングや各種資料

を総合すると，先発企業群21社のうち13社，後

発企業群23社のうち15ないし16社が，既存のプ

リント配線板工場からのスピンオフによって成

立した企業であるとみられる。

図３は，台湾における多層板製造企業の先駆

となった台湾安培を起点とする，企業のスピン

オフの系図を示したものである。同社から独立

創業した人材の新設企業に対する関与のパター

ンは様々であり，同社の出身者が董事長（代表

取締役）・総経理（総支配人）として企業設立の

中心的役割を担った事例もあれば，技術者の引

き抜きを通じて台湾安培の系譜に連なるメーカ

ーもある。この図は，ヒアリングによって得た

情報の範囲で作成したものであり，同社から独

立創業したプリント配線板メーカーは他にも少

図３　台湾安培を起点とするスピンオフの系図

台湾安培（1969）

耀文（1974）

耀華（1984）

嘉孚（1995）

欣興（1990）

金像（1981）永兆（1980）祥裕（1978）

台湾電路（1974）華通（1974）

翔昇（1995）

京茂（1989）

育富（1983）

鈞普（1991）騰元（1988） 健鼎（1991）

國融(1987) 佳鼎(1990) 鴻源（1978） 競國（1981）清三（1983） 峻新（1991）九徳（1983） 弘捷（1989）

翰宇博徳（1986）

順豪（1991）

元豊（1987）

新興 台傑

中実

耀元

華得 寶陽 恆業 旭寶

太平洋

國勝（1974）統盟（1987）智勤

楠梓電子（1978）

智超智恩（1988）

鴻達 優技

（出所）企業ヒアリングにより作成。
（注）企業名の後ろのカッコ内は設立年。
　　　下線を引いた企業は、本稿の分析対象44社に含まれる。
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なからず存在するものと推測されるが，捕捉で

きる範囲だけでも，驚くべき数の企業が何代に

もわたって輩出されていることがみてとれる。

なかでも，1985年以降にスピンオフによって

成立した企業群は，既存企業に在職しながら技

術・ノウハウ・人的つながり等の種々の資源を

獲得した従業員たちが，この時期に本格化した

パソコン産業の急成長という絶好の機会をとら

え，それを拠りどころに独立創業することで成

立した企業であった。クレッパーらの研究のイ

ンプリケーションを援用して考えれば，これら

の企業群は，コスト競争が激しく機動的な生産

体制の構築を必要とするパソコン産業向けの生

産に最初からターゲットを絞ったというその設

立の経緯とタイミング，この新たな商機を活用

しうるだけの資源を既存企業という格好の学習

の場で蓄積した人物によって設立されたという

バックグラウンドからして，優れた競争力を持

つ企業を，グループ内に多く含むものと考えら

れよう。ここでいう資源としては，具体的には

パソコン産業向けの製造に適合した生産体制の

構築のノウハウ，販路の開拓や外注先企業との

人的ネットワーク，生産管理技術等，先発企業

のなかで最も効率的に習得しうることがらが考

えられる。

Garvin（1983）は，参入障壁が低く，支配的

な製品デザインが未成立であり，複数の市場ニ

ッチの並存が観察されるような新興産業におい

て，重要な技術 ・ ノウハウが設備ではなく

「人」に体化されるときにこそ，他の参入形態

に比べて，スピンオフが支配的となることを指

摘する。後発企業群が創業した時期の台湾のプ

リント配線板製造業は，すでに技術的には成熟

段階にあり，多くの技術が設備に体化されつつ

あった。この点で，ガーヴィンの議論が直接あ

てはまる局面にはなかった。しかしそれでもな

お，同産業における企業間の技術力の格差や販

路の開拓力の差は，しばしば，人に体化された

知識やノウハウに起因する。この点は，プリン

ト配線板製造企業が，人材の獲得を技術の獲得

とみなしていることや（Ａ社，Ｄ社），「人が技

術を（企業間で）持ち歩く」（Ｆ社）という表現

からも，明確にうかがわれる。後発企業群が成

立にあたってその拠りどころとした人に体化し

た資源は，1995年以降の局面においても引き続

き後発企業群の競争力の源泉として維持され，

後発企業群による先発企業への追い上げにつな

がったのではなかろうか。

2. 　産業集積における外部効果の存在

Klepper（2001），Klepper and Sleeper（2000）

は，優秀な親企業が優秀なスピンオフ企業を輩

出すること，その点で企業の「血筋」の効果が

重要であることを指摘する。一方で，Klepper

（2001）は，多数の企業が特定の地域に集積す

ることによって当該地域の企業に発生する外部

効果に対しては，否定的な見解を示す。

これに対して，桃園地域のプリント配線板製

造業の発展過程では，産業集積の有する正の外

部効果が，スピンオフによって成立した後発企

業群の成長に重要な役割を果たしたものと推測

される。Marshall（1920）が産業の地域集中の

要因として挙げた３点，すなわち特殊技能を持

つ人材の労働市場の形成，補助産業の発達，技

術のスピルオーバーは，いずれも桃園地域に立

地する後発企業の成長の速度を押し上げるとと

もに，販路や生産組織の面での先発・後発企業

群の間の差異の縮小を促進する方向に作用した

ものと推測される。以下，この３点に沿って議
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論を進める。

第１に，労働市場の形成という視点に即して

みれば，1970年代以降のプリント配線板製造業

の発展の過程で，生産現場に習熟した多数の作

業員や技術者（注18）が育成されていたことが，後

発企業群の急速な立ち上がりを後押しすること

となった。後発企業が，桃園地域の人材のプー

ルを活用して成長を遂げてきたことは，いくつ

かの企業の幹部の顔ぶれからうかがわれる。典

型的な事例を挙げると，1997年創業のフレキシ

ブル板メーカー・台郡科技では，総経理・工程

處處長が耀文電子，製造處處長・海外事業處處

長がフレキシブル板製造の旗勝科技の出身者で

ある（台郡科技股　有限公司公開説明書，2003年

11月18日）。同様の事例は枚挙に暇がない（注19）。

第２の「補助産業の発展」については，既述

のように桃園地域において，細分化した工程に

特化した多数の下請工場群が成立・成長したこ

との効果が挙げられる。やや古い資料であるが，

財團法人工業技術研究院（1996，102）は，プリ

ント配線板製造業の要素技術である穴あけやめ

っき加工等の一部の工程に特化した下請加工メ

ーカーの数を265社と推計している。これらの

下請工場の多くは，桃園地域に集中している。

下請加工工場の存在は，後発企業群の設立時の

設備投資負担を引き下げ，一部の工程について

外注化という選択肢を提供することによって，

そのノウハウの獲得を免除する効果を有したも

のと考えられる。

同様に，桃園地域にプリント配線板工場が集

積するに従い，機械設備や原材料のメーカーが

同地域でのサービス体制を拡充したことも，同

地域に新たに成立する企業にとって，重要な意

味をもった。Ｃ社は「桃園地域なら，ラインに

不具合が生じてもいつでも1時間以内で対応し

てもらえるが，この地域を離れたらそうはいか

ない」と言う。

第３に，桃園地域に多数のメーカーが集積し

たことは，企業間の多様な経路を通じた技術の

スピルオーバーを促進してきた。一例を挙げれ

ば，先発企業群の存在は，後発企業群に対して

デモンストレーション効果を有してきたものと

考えられる。従来，先発企業群は，後発者の台

頭への対応策として，相対的に参入障壁の高い

輸出市場に軸足を置いてきた。また，老舗の大

手企業は，ビルドアップ配線板の生産や，携帯

電話端末用の配線板や IC パッケージ用配線板

等の高収益型の生産に向けていちはやく投資を

行い，桃園地域における製品構成の高度化を先

導してきた。これに対して後発企業群は，繰り

返しその動きに追随するなかで，製品の高度化

や販路の多様化を遂げてきた。

Ｆ社の創業者は，桃園地域という狭い空間で

は，「様々なノウハウは結局，業界全体に波及

していく」「そのため，どこかの企業が突出し

たことを始めても，時間とともに普及してい

く」と言う。販路の構成，生産組織の特徴，収

益性といった側面での先発・後発企業群のあい

だの差異の縮小の背後には，多数の企業が桃園

地域に密集することによってもたらされた情報

やノウハウのスピルオーバー，優れた戦略の模

倣が生じていたのではないかと推測される。

3. 　株式市場の発展

最後に，上述の２つの要因の発現を支えた制

度的背景として，1980年代半ば以降の株式市場

の発展を挙げることができる。少なからぬ後発

企業は，既存企業の従業員によって創業された

メーカーであり，資金力に乏しい企業であった。
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これらの企業が，パソコン産業からの需要の増

大をとらえて成長を遂げるうえで，1990年代後

半の台湾株式市場の活況──とりわけ電子関連

企業の株価の全般的な値上がりは，大きな追い

風となった。

サンプル企業が株式の公開発行を行った平均

年は，先発企業群で1996年，後発企業群で1997

年であった（表７）。また上場ないし店頭公開

を行った企業については，その平均年は先発企

業群で1998年，後発企業群で2000年であった。

設立から上場・店頭公開にいたるまでの経過年

数を比較すると，先発企業群に比べて後発企業

群のほうが大幅に短いことが分かる。株式の上

場・店頭公開のピークが本稿の分析対象時期の

後半にあるとはいえ，このような資金へのアク

セスをめぐる環境の全般的な好転が，後発企業

群による積極的な投資を後押しした可能性が考

えられる。

　

む　す　び

本稿では，台湾・桃園地域に立地するプリン

ト配線板製造企業44社のデータを用いて，（1）

1984年以前に創業した企業群＝先発企業群，

（2）85年以降に創業した企業群＝後発企業群の，

95～2001年の期間におけるパフォーマンスを比

較検討した。企業規模，輸出額・輸出比率，外

注比率，収益性等の指標を比較した結果，分析

対象期間の初期に観察された両グループ間の差

異が，分析期間を通じて縮小したことが見出さ

れた。

本稿では，後発企業群による規模の面での追

い上げと，種々の特性面での先発・後発企業群

の間の差異の縮小の背景に，長く複雑な工程を

適切に管理するノウハウ，海外を含む新市場の

開拓，といった後発企業群の努力と，能力の向

上の裏付けがあったとみられることに注目した。

あわせてその背景に，スピンオフによって成立

した企業の創業者らが既存企業において学習・

獲得し，新設企業に持ち運んだ優れた経営資源

の存在があることに注目した。また，産業集積

の外部効果や，株式市場の広がりが，後発企業

群の成長を後押しした可能性を指摘した。本稿

では，データ・情報の制約からこれらの論点を

仮説的に提示するにとどまった。また観察期間

も限定せざるをえなかった。さらに掘り下げた

実証分析は，今後の課題である。

以下では，第Ⅰ節でふれたリーバーマン＝モ

ンゴメリーの議論に立ち戻って，本稿で検討し

た先発・後発企業群の間の格差の縮小の背景に

ついて再考し，結びとする。すでに触れたよう

に，プリント配線板製造業においては，リーバ

ーマン＝モンゴメリーが先発者の優位性の第１

の源泉として指摘した学習効果が，重要な意味

を持つ。その点からみれば，プリント配線板製

造業は本来，後発企業群が不利となる技術的傾

先発企業群 1978 1996 1998

サンプル数 21 19（*） 17

後発企業群 1991 1997 2000

サンプル数 23 15（*） 12

表７　上場・店頭公開の状況

平均創業年 公開発行年 上場ないし
店頭公開年

（出所）台灣證券交易所データベース，各社年報等よ
　　り作成。   
（注）＊本稿の分析対象企業は，2002年の時点で公開
　　発行を行っていた企業であるが，同年以降に公開
　　発行を停止した企業や経営が破綻した企業につい
　　ては，遡って公開発行年の情報を入手することは
　　できなかった。　　   
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向を持つ産業であった。しかし，先発企業群が

獲得した技術・ノウハウは，従業員たちのスピ

ンオフを通じて，部分的に新たな企業へと持ち

運ばれ，後発企業群の立ち上げを支える中核的

な資源として活用されることとなった。また，

桃園地域の産業集積においてプリント配線板の

製造設備のメーカーやそのサポート拠点が多数

設立され，配線板メーカーに対して技術・ノウ

ハウを供与したことも，後発企業群が直面する

学習面での不利益を緩和することとなった。

先発者の優位性の第２・第３の源泉として指

摘された「希少資源の占有」「買い手側のスイ

ッチング・コストの存在」も，桃園地域のプリ

ント配線板製造業では，早い時点で，参入障壁

としての重要性を失ったものと考えられる。プ

リント配線板製造業において先発者が占有しう

る希少資源としては，有能な人材，重要な原材

料・部品のサプライヤーとの取引関係，顧客と

の信頼関係等が考えられるが，いずれについて

も先発企業群がこれを独占し，後発企業群の成

長を制約するような状況は出現しなかった。そ

の背景として，桃園地域の産業集積における人

材のプールや原材料市場の発展，集積が情報の

非対称性を削減する役割を果たしたこと，とい

った要因が指摘できよう。

このように，後発企業群は，既存企業におい

て獲得した技術・情報の活用，そして桃園地域

への立地，そして株式市場の利用という選択の

組み合わせを通じて，本稿の分析対象期間であ

る1990年代後半の時期に成長を実現したのであ

った。とはいえ，このような後発企業群の追い

上げは，必ずしも先発企業群の没落を意味する

ものではなかった。本稿中でみたように，先発

企業群もまた，分析対象期間を通じて，売上

額・従業員数・固定資産総額の面で著しい拡大

を遂げた。さらに，本稿の分析射程では十分に

とらえることのできなかった製品構成の変化に

注目すると，先発企業群──なかでも業界を代

表する上位企業が，1990年代後半以降の産業発

展において果たした役割の重要性が浮かび上が

る。すなわち，代表的な先発企業である華通電

脳等の老舗メーカー（注20）は，いちはやく IC パ

ッケージ用配線板，通信用配線板等の高付加価

値型製品の製造を手がけ，桃園地域における製

品高度化の原動力として，重要な役割を果たし

た。顧客の対中シフト，台湾内外の環境の変化

に対応して，他社に先駆けて対中投資に着手し

たのもまた，豊富な資金力と人材を擁するこれ

らの大手メーカーであった。

技術面，戦略面での先導者としての役割を果

たす大手先発企業と，先発企業からの人材のス

ピンオフ，技術・情報のスピルオーバーを梃子

として，先発企業群によって切り開かれた新製

品の生産や対中投資への追随を模索する後発企

業群──この両者が存在してはじめて，台湾の

プリント配線板製造業は，グローバルな競争力

を実現することに成功し，今日の産業規模を達

成するにいたったのである。

付論　先発・後発企業群の規模の比較

　　　　に関する留保

──対中投資のインパクトの検討──

第Ⅲ節２でみた，各社の単体財務諸表のデー

タに基づく検討には，重要な留意点が存在する。

表2にみたように，1990年末以降，台湾のプリ

ント配線板製造業では，対中投資が拡大した。

中国に工場を設立した企業では，一般に，台湾
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で受注し，中国から製品を直接出荷するオペレ

ーション（「台灣接單，大陸出貨」）が行われるが，

このようなパターンの取引による収入・費用が

台湾企業の単体損益計算書に組み込まれるか否

かは，企業によって異なる。多くの企業は，中

国のオペレーションを専門に扱う会社を別個に

設立しているため，本体企業の損益計算書には

「台灣接單，大陸出貨」の収入 ・ 費用は算入さ

れない。他方，中国のオペレーションを別会社

化していない企業も少数ながらみられるが，こ

の場合には，「台灣接單，大陸出貨」から生じ

る収入・費用はともに本社の損益計算書に反映

されることになる。損益計算書には営業収入・

費用の地理的区分は現れないため，各社の個別

の状況を正確に把握することは難しいが，台湾

企業の一般的な慣行とサンプル企業の状況をみ

る限り，多くの企業の売上額，固定資産額や従

業員数のデータは，中国工場の分を含んでいな

いものと判断される。

ここから生じる最大の問題は，第Ⅲ節２でみ

た先発者・後発者間の規模の格差の縮小が，後

者による追い上げによってではなく，前者の対

中投資の拡大と，これに伴う固定設備投資や雇

用者数の中国への流出によって生じている可能

性が考えられることである。かりにそうである

ならば，本文中でみた現象は，台湾という境界

内でのデータをもとに企業規模を分析したため

に生じる，先発企業群の規模の拡大の過小評価

にも起因することになる。この点に関して厳密

な分析を加えることはデータの制約から困難で

あるが，以下のような理由から，その影響は部

分的なものにとどまると考えられる。

2001年末の時点で対中投資を行っていること

が確認できた12社のサンプル企業のうち，８社

が先発企業群であり，後発企業群に属するのは

４社であった。各社の中国工場の売上額，従業

員数や固定資産額に関する資料は，データの制

約により極めて断片的にしか入手できないが，

先発・後発企業群ごとに，対中投資を行った企

業と投資を行っていない企業に分け，その規模

を比較することで，対中投資が与える影響の方

向性をある程度まで推測することが可能である。

付表は，先発・後発企業群のそれぞれについて，

2001年末までに投資を行った企業と行わなかっ

た企業の営業収入額・従業員数・固定資産額の

平均値を比較したものである。

同表からうかがわれるように，台湾内での営

業収入額・従業員数・固定資産額等の指標でみ

ると，先発企業群では，2001年までに対中投資

を行った企業と行わなかった企業のあいだの格

差は，年による変動はあるものの，どちらかと

いうと拡大基調にあった。この傾向は特に固定

資産額について顕著であった。先発企業群では，

対中投資を行う企業のほうが，台湾においても

活発な投資と営業収入の拡大を実現しているの

であり，中国と台湾の工場の間には補完的な関

係が生じていることがうかがわれる。ここから，

先発企業群について，対中投資を行った企業が

台湾内でのオペレーションを縮小した可能性は

高くないものと推測することができる。

他方，同表（2）から後発企業群の推移をみる

と，固定資産総額では例外があるものの，対中

投資を行った企業のほうが，行っていない企業

に比べて台湾内の規模が小さいことが分かる。

創業から早い段階で中国投資が現実的な選択肢

となった後発企業群では，拡大投資を行うにあ

たって台湾より中国を選ぶ傾向が強く，投資や

雇用の対中流出という現象は，先発企業群より
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付表　2001年までに対中投資を行った企業と行わなかった企業の規模の比較

平均営業収入額 1,891,791 717,845 2.6 2,362,537 735,812 3.2 3,313,277 876,940 3.8 4,624,495 1,134,114 4.1 

（サンプル数） 8 13 - 8 13 - 8 13 - 8 13 -

平均従業員数 714 301 2.4 886 308 2.9 1,241 369 3.4 1,389 455 3.1 

（サンプル数） 7 10 - 7 13 - 7 13 - 8 13 -

平均固定資産総額 881,423 341,048 2.6 1,257,511 466,707 2.7 1,837,376 649,146 2.8 2,891,505 955,165 3.0 

（サンプル数） 8 13 - 8 13 - 8 13 - 8 13 -

(1)　先発企業群

投資企業
(a) 

未投資企
業(b)

投資企業
(a) 

未投資企
業(b)

投資企業
(a) 

未投資企
業(b)

投資企業
(a) 

未投資企
業(b)

1995 1996 1997 1998

平均営業収入額 4,857,890 1,314,611 3.7 7,149,883 1,857,003 3.9 6,144,818 1,514,665 4,1

（サンプル数） 8 13 - 8 12 - 8 12 -

平均従業員数 1,629 542 3.0 1,936 610 3.2 1,780 616 2.9

（サンプル数） 8 13 - 8 12 - 8 12 -

平均固定資産総額 3,781,657 1,076,335 3.5 4,615,070 1,173,361 3.9 4,756,916 1,135,696 4.2

（サンプル数） 8 13 - 8 12 - 8 12 -

投資企業
(a) 

未投資企
業(b)

投資企業
(a) 

未投資企
業(b)

投資企業
(a) 

未投資企
業(b)

1999 2000 201

平均営業収入額 336,709 459,623 0.7 477,831 555,888 0.9 622,890 561,012 1.1 771,384 1,230,683 0.6 

（サンプル数） 3 15 - 3 15 - 4 18 - 4 18 -

平均従業員数 121 205 0.6 124 213 0.6 151 229 0.7 322 401 0.8 

（サンプル数） 2 10 - 3 14 - 3 16 - 4 18 -

平均固定資産総額 142,466 225,352 0.6 227,354 316,853 0.7 536,362 409,117 1.3 1,303,160 902,907 1.4 

（サンプル数） 3 15 - 3 15 - 4 18 - 4 18 -

投資企業
(a) 

未投資企
業(b)

投資企業
(a) 

未投資企
業(b)

投資企業
(a) 

未投資企
業(b)

投資企業
(a) 

未投資企
業(b)

1995 1996 1997 1998

平均営業収入額 1,056,207 1,567,772 0.7 1,861,610 2,418,086 0.8 1,943,491 2,496,463 0.8

（サンプル数） 4 18 - 4 17 - 4 14 -

平均従業員数 400 507 0.8 592 627 0.9 573 811 0.7

（サンプル数） 4 18 - 4 17 - 4 14 -

平均固定資産総額 1,538,763 1,186,699 1.3 1,532,759 1,597,378 1.0 1,503,918 2,208,534 0.7

（サンプル数） 4 18 - 4 17 - 4 14 -

投資企業
(a) 

未投資企
業(b)

(a)／(b)
比

投資企業
(a) 

未投資企
業(b)

(a)／(b)
比

投資企業
(a) 

未投資企
業(b)

(a)／(b)
比

(a)／(b)
比

(a)／(b)
比

(a)／(b)
比

(a)／(b)
比

(a)／(b)
比

(a)／(b)
比

(a)／(b)
比

(a)／(b)
比

(a)／(b)
比

(a)／(b)
比

(a)／(b)
比

1999 2000 201

(2)　後発企業群

（出所）公開発行企業各社の財務データより作成。



LKKKKKKKKKKKKKKKKKKKK 研究ノート KKKK

49

（注１）台湾の電子産業の発展過程については，劉

（1987），佐藤（1996），Amsden and Chu（2003）等

が詳しい。

（注２）同社は1974年より，片面板 ・ 両面板の製造

を開始した（2000年8月の同社桃園工場生産管理部で

のインタビュー）。

（注３）2002年版会員リストには154社がプリント配

線板メーカーとして収録されているが，各社の生産品

目の記述やホームページの製品紹介の記述等をもとに，

実際にはプリント配線板を製造していないとみられる

企業を除外すると，113社が残る。

（注４）台湾のパソコン産業の発展過程に関しては，

水橋（2001）が詳しい。

（注５）『中華民國台灣地區工業生 統計月報』所収

の「マイクロ・コンピュータ」の統計。

（注６）一部の年の名簿が，公會資料室でも未所蔵

のため入手できなかったほか，メーカー以外の企業が

含まれる場合が散見される。しかし，TPCA が1998

年に成立する以前の企業数に関するデータとして貴重

である。

（注７）この時期，活発な新規参入が可能となった

背景として，当時のプリント配線板製造業が，労働集

約的で，中小企業にとっても参入障壁の低いセクター

であったことを挙げることができる。当時の生産現場

では，長時間労働が常態であり，エンジニアが徹夜で

サンプルを製作したり，作業員が12時間労働に従事し

たりすることは，日常茶飯事であったという。当時の

業界では，その長時間労働を指して「よその勤め人は

サラリーマン（上班族），配線板工場の勤め人は残業

マン（加班族）」等といった自己揶揄がしばしば聞か

れたという［白　1989，37］。

（注８）http://www.moea.gov.tw 　よりダウンロ

ード，計算。

（注９）このような多層板比率の上昇の背景として

は，多層板需要の増大に加え，当該期間を通じて，台

湾内で多層板の生産能力の拡充が進んだことが挙げら

れる。

（注10）全製造業ではそれぞれ97,109,117位であった。

（注11）株式公開発行企業47社のうち，桃園 ・ 台北

県以外に立地しているメーカーは３社である。このう

ちの2社は，1978～79年と古い時期に成立したメーカ

ーである。また，残りの１社は，高雄の半導体関連メ

ーカーが設立した IC パッケージ用の配線板，リード

フレーム等のメーカーであり，親会社の立地の関連で，

集積から離れた地域に設立されたものとみられる。こ

の３社を除く44社は，いずれも桃園地域に立地してい

る。

（注12）具体的には5億元以上。

（注13）「公開發行公司年報應行記載事項準則」の定

めによる。

（注14）ただし実際には，年や企業によって，デー

タの欠落が少なくない。また，2001年のデータが取得

可能な企業の数は2000年より減少している。この背景

としては，（1）2001年の公司法の改正により，「強制

公開発行制度」が改正され，企業の選択の自由が認め

られるようになった結果，公開発行を停止した企業が

あること，（2）2000～01年の IT 機器不況のあおりを

受けて経営破綻した企業があること，が指摘できる。

（注15）具体的には，サンプル44社の平均創業年は

1985年（TPCA 会員リスト2002年版よりデータが得

もむしろ後発企業群のほうで生じやすいのでは

ないかと考えられる。とはいえ，従業員数や固

定資産額の変化の傾向をみると，サンプル期間

の中期までは対中投資企業の台湾での規模が相

対的に拡大しているものの，その後は拡大して

おらず，明確な変化の方向性を読みとることは

できない。

以上を総合すれば，本論でみた先発・後発企

業群の間の格差の縮小が，先発企業群による投

資・雇用の対中流出によってもたらされた可能

性は，依然として残りはするものの，そのイン

パクトは部分的なものにとどまると考えてよい

のではないか。本論でみた規模間の格差の縮小

は，主に後発企業群による「追い上げ」によっ

てもたらされたものであると解釈することが妥

当であろう。
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られる会員113社の平均は1986年），平均従業員数は

780人（同517人），平均資本金額は11億元（同7.1億

元）であった。

（注16）インタビュー対象は各社の創業者，総経理，

勤務年数の長い経営幹部等である。１社当たり，平均

して約２時間のインタビューを行った。うち３社につ

いては，２回ないし３回，訪問した。また３社につい

ては，その中国工場を訪問し，台湾人幹部よりヒアリ

ングを行った。また，台湾安培に勤務経験があり，台

湾のプリント配線板製造業およびメーカー各社に関す

る情報の分析・提供を長年にわたって行ってきたＰ氏

にも数度にわたりインタビューを行った。

（注17）配線板メーカー間でオーダーをまるごと外

注する「横受け」型の取引では，大手のメーカーが，

自社の受注分のうちの小ロットのオーダーや利潤率の

低いオーダーを中小メーカーに委託するケースが多い

という（B 社，Ｄ社へのインタビュー）。

（注18）中　と高雄にほぼ同規模の工場を持つＣ社

の場合，エンジニアが集中する中　には高付加価値型

の多品種少量生産型のオーダー，人件費・用地コスト

の低い高雄には大量生産型のオーダーを割り振ってい

る。

（注19）もうひとつの例を挙げれば，1983年創業の

育富電子陣では，総経理は台湾安培出身であり，副総

経理は華通電脳・雅新實業・佳總興業等の大手配線板

メーカーを渡り歩いた経験を有する。また，マーケテ

ィング部の副理，生産管理部の経理はそれぞれ統盟電

子，群策電子出身者と，いずれも桃園地域の配線板メ

ーカーに勤務した経験のある人材である［「育富電子

股 有限公司九十年年報」2002年４月30日］。

（注20）高雄市に立地しているため，本稿のデータ

分析の対象には含まれていないが，楠梓電子も，産業

のリーダーとして重要な役割を果たした企業である。
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